
　各常任委員会は、２月28日、付託された特別会計当初予算等の18議案（総務常任委員会３議案、民
生教育常任委員会７議案、産業建設常任委員会８議案）について審査を行いました。
　また、予算特別委員会（各会派から選出された委員で構成）は、３月８日、９日、10日及び14日の
４日間で一般会計当初予算について審査を行いました。
　なお、委員会の主な審査内容は、次のとおりです。

《
一般
会
計
補
正
予
算
（
第
６
号
）︾

・
水
と
緑
と
文
化
の
ま
ち
づ
く
り

基
金
事
業

問
　
ふ
る
さ
と
納
税
に
係
る
返
礼

品
の
考
え
方
は
。

答
　
本
来
の
ふ
る
さ
と
納
税
の
趣

旨
に
の
っ
と
っ
た
制
度
の
運
用
を

図
っ
て
お
り
、
今
後
も
サ
イ
ト
上

で
市
の
特
産
品
を
Ｐ
Ｒ
す
る
な

ど
、
可
能
な
範
囲
で
本
市
の
知
名

度
の
向
上
に
資
す
る
取
り
組
み
を

推
進
し
ま
す
。

・
道
の
駅
き
た
か
わ
べ
物
産
販
売

施
設
管
理
運
営
事
業

問
　
地
方
創
生
加
速
化
交
付
金
と

地
方
創
生
拠
点
整
備
交
付
金
の
関

連
は
。

答
　
関
東
ど
ま
ん
中
連
携
事
業
と

し
て
三
県
境
が
地
方
創
生
加
速
化

交
付
金
の
採
択
を
受
け
、
栃
木
市

及
び
板
倉
町
と
連
携
し
、
地
方
創

生
の
取
り
組
み
を
進
め
て
お
り
、

現
在
、
ソ
フ
ト
面
に
お
い
て
板
倉

町
が
中
心
と
な
り
、
Ｐ
Ｒ
事
業
等

を
行
っ
て
い
ま
す
。
今
後
、
ハ
ー

ド
面
に
お
い
て
三
県
境
の
観
光
面

に
お
け
る
ビ
ジ
タ
ー
セ
ン
タ
ー
的

な
役
割
を
担
う
道
の
駅
き
た
か
わ

べ
を
地
方
創
生
拠
点
整
備
交
付
金

を
利
用
し
て
整
備
を
す
す
め
て
い

き
ま
す
。

《
加
須
市
税
条
例
等
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例
》

問
　
法
人
市
民
税
法
人
税
割
の
税

率
の
引
き
下
げ
に
伴
う
影
響
額
は
。

答
　
平
成
28
年
度
当
初
予
算
に
お

け
る
法
人
税
割
額
を
基
に
試
算
し

た
結
果
、
平
成
31
年
10
月
１
日
の

消
費
税
率
10
％
へ
の
引
き
上
げ
時

に
、
法
人
税
割
の
標
準
税
率
を
引

き
下
げ
る
た
め
、
平
成
32
年
度
に

つ
い
て
は
、
１
億
39
万
２
０
０
０

円
、
平
成
33
年
度
以
降
に
つ
い
て

は
、
通
年
で
２
億
78
万
４
０
０
０

円
の
減
収
と
な
る
見
込
み
で
す
。

委員長
　小坂　裕
副委員長
　中條恵子
委員
　池田年美
　金子正則
　新井好一
　平井喜一朗
　小勝裕真
　野中芳子
　松本英子
　小坂徳蔵

委員長
　柿沼秀雄
副委員長
　斉藤理史
委員
　大内清心
　及川和子
　小林利一
　福島正夫
　竹内政雄
　吉田健一
　酒巻ふみ

《
国
民
健
康
保
険
事
業
》

問
　
一
人
当
た
り
の
医
療
費
の
状

況
は
。

答
　
平
成
27
年
度
の
実
績
は
、
33
万

２
６
１
７
円
と
な
っ
て
お
り
、
県
内

63
市
町
村
中
30
位
で
す
。

《
後
期
高
齢
者
医
療
》

問
　
保
険
料
の
軽
減
措
置
の
変
更

内
容
は
。

答
　
均
等
割
額
の
９
割
、
８
・
５
割

軽
減
に
つ
い
て
は
据
え
置
き
、
所

得
割
額
の
５
割
軽
減
に
つ
い
て

は
、
平
成
29
年
度
か
ら
２
割
軽
減
、

平
成
30
年
度
か
ら
軽
減
な
し
に
変

更
し
、
被
扶
養
者
の
均
等
割
額
の

軽
減
は
９
割
軽
減
か
ら
平
成
29
年

度
に
７
割
、
平
成
30
年
度
に
５
割
、

平
成
31
年
度
か
ら
は
資
格
取
得
か

ら
２
年
間
の
み
５
割
軽
減
、
３
年

目
以
降
軽
減
な
し
に
変
更
に
な
り

ま
す
。
平
成
29
年
度
は
特
例
軽
減

の
見
直
し
に
加
え
て
所
得
基
準
額

を
増
額
し
て
軽
減
対
象
者
の
拡
大

を
図
り
ま
す
。

総
務
常
任
委
員
会

民
生
教
育
常
任
委
員
会

７
議
案
　
可
決

３
議
案
　
可
決

《
介
護
保
険
事
業
》

問
　
ふ
れ
あ
い
サ
ロ
ン
事
業
の
進

捗
状
況
は
。

答
　
平
成
27
年
度
末
で
98
箇
所
、

平
成
28
年
度
新
規
で
10
箇
所
と

な
っ
て
お
り
、
１
７
９
あ
る
自
治

会
単
位
全
て
に
設
置
し
て
い
く
予

定
で
す
。

《
国
民
健
康
保
険
直
営
診
療
所
》

問
　
施
設
整
備
等
基
金
の
残
高
は
。

答
　
平
成
29
年
１
月
末
現
在
で
、

約
２
３
２
５
万
円
の
残
高
と
な
っ

て
い
ま
す
。

《
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
》

問
　
条
例
改
正
に
よ
り
影
響
を
受

け
る
世
帯
数
及
び
そ
の
割
合
は
。

答
　
１
万
４
８
１
１
世
帯
、
約

75
％
が
減
額
に
、
３
７
７
８
世

帯
、
約
20
％
が
増
額
に
な
り
、

１
０
７
２
世
帯
、
約
５
％
は
影
響

が
あ
り
ま
せ
ん
。

委員会の審議内容
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